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今月号のハイライト:

• 最恵国待遇(MFN)輸入関税率表、輸出関税率表、
絶対関税率、混合関税率、割当外関税率、通常
輸入関税率の発行

• 輸出入品の原産地決定に関する規制

• 国内企業から輸出加工企業への売却に関する通
関手続及び税制

• 輸出加工企業が支店に販売した商品に適用され
る関税および関税評価

• 内陸輸出入活動に関する政策、税関手続の改正
に関する提案

貿易と税関

• 社会化プロジェクトを実施する事業体は、
他の法律の規定に違反した場合、CITインセ
ンティブを受ける権利がありません

• 輸入関税の還付は、還付された年のその他
の所得に計上されます

• 投資プロジェクトがグレード1の都市部にあ
る場合、立地的なCITインセンティブはあり
ません

• 企業の祭り活動の宣伝と後援に関連する費
用は、CIT控除の対象となります

法人所得税 間接税

• 政府は、2023年7月1日から2023年12月31日ま
で適用されるVATの10%から8%への引き下げ
に関する政令第44/2023/ND-CP号を発行しまし
た

• オフィスリースサービスのVAT請求書

外国契約者の源泉徴収税

• 外国企業間の取引がベトナムで配送される商
品は、外国請負業者の源泉徴収税の対象とな
ります

• 外国請負業者の源泉徴収税を計算する際に、
外国請負業者の所得分担の性質を決定します

• ホーチミン市における労働許可証の発行期
限の短縮

• 社会保険から利益を得るために虚偽の病気
休暇証明書を発行することは固く禁じられ
ています

労働・社会保険

個人所得税

• ゲームショウのプレイヤーに賞品を支払う場
合、1,000万ドンを超える賞金に対して源泉徴
収する必要があります

• ベトナムで行われた仕事に関係のない非居住
者の所得は非課税です
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法人所得税
ガイダンス裁定

社会化プロジェクトを実施する事業体

は、他の法律の規定に違反した場合、

CITインセンティブを受ける権利があり

ません

社会化CITインセンティブを享受するため

には、職業訓練センターは政令第

69/2008/ND-CP号に規定された条件だけで

なく、関連法の規定も満たさなければなら

ない。そのため、事業体が規制どおりに土

地を適切に使用しなかった場合、CITイン

センティブを受ける権利はありません。

(2023年5月12日付国税総局発行のOfficial 

Letter No. 1706/TCT-CS)

輸入関税の還付は、還付された年のそ

の他の所得に計上されます

会社が実際に2021年に商品を輸入したが、

そのような商品の輸入関税が2022年に返金

され、受領された場合、2022年のその他の

収入に計上されます。

(2023年4月28日付Nghe An税務局発行の
Official Letter No. 2299/CT-TTHT)

投資プロジェクトがグレード1の都市

部にある場合、立地的なCITインセン

ティブはありません

省内の都市がグレード1の都市部として認

識された日以降に投資証明書が付与された

場合、企業は立地に基づくCITインセン

ティブを受ける権利がありません。

(2023年5月31日付、ビンズン省税務局発行
のOfficial Letter No. 9516/CTBDU-TTHT)

企業の祭り活動の宣伝と後援に関連す

る費用は、CIT控除の対象となります

企業がフェスティバルで広告およびブラン

ドプロモーションサービスを使用し、フェ

スティバル組織委員会が舞台芸術センター

が企業との契約に署名し、VAT請求書を発

行することを許可した場合、次のようにな

ります。

• これらの請求書に対応する仮払消費税は、

付加価値税の対象となる企業の事業活動

に関連し、規定された条件を満たしてお

り、貸方記入可能です。

• 企業の祭り活動の宣伝や協賛のための費

用は、所定の条件を満たしている場合に

控除されます。

(2023年5月22日付ハイフォン税務局発行の
Official Letter No. 2520/CTHPH-TTHT)
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間接税
新規制 ガイダンス裁定

政府は、2023年7月1日から2023年12月

31日まで適用されるVATの10%から8%へ

の引き下げに関する政令第44/2023/ND-

CP号を発行しました

2023年6月30日、政府は2023年7月1日から

12月31日までの期間に販売された10%の

VATの対象となる商品およびサービスに適

用される、2023年のVAT減税に関する政令

44/2023/ND-CPを公布しました。

この政令に基づくVAT減税の対象とならな

い商品およびサービスには、次のものが含

まれます。

a) 電気通信、金融、銀行、証券、保険、不

動産取引、金属およびプレハブ金属製品、

鉱業製品(石炭鉱業を除く)、コークス、石

油精製品、化学製品。詳細は、本政令の付

録Iに記載されています。

b)物品税の対象となる商品およびサービス。

詳細は、本政令の付録IIに記載されていま

す。

c) 情報技術に関する法律に基づく情報技術

詳細は、本政令の付録IIIに記載されていま

す。

対象となる商品およびサービスに対する

VATの減額は、輸入、生産、加工、および

取引プロセスで一貫して適用されます。

企業は、VAT申告書とともに、本政令の付

録IVのフォームNo.01に基づき、VAT減額さ

れた商品およびサービスを申告する必要が

あります。

(2023年6月30日付政令第44/2023/ND-CP号)

オフィスリースサービスのVAT請求書

オフィスリースサービスを提供する際に

VAT控除法を適用する企業は、政令第

123/2020/ND-CP号第4条第1項に従って請求

書を発行し、購入者に交付する必要があり

ます。

オフィスリースサービスのVAT課税額には、

通達第219/2013/TT-BTC号第7条第22項に基

づき会社が権利を有するサービス価格に加

えて、追加料金および手数料が含まれるも

のとします。

(2023年5月23日付ハノイ税務局発行の
Official Letter No. 35355/CTHN-TTHT)
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労働・社会保険
新決定 ガイダンス裁定

ホーチミン市における労働許可証の発

行期限の短縮

ホーチミン市人民委員会は最近、労働許可

証の手続きに関する3つの改正を指示する

決定を下しました。

1.直接労働契約の登録(海外に赴任する人

との契約)

2.外国人労働者が労働許可証の対象となら

ないことの確認。

3. ベトナムで働く外国人労働者の就労許可

の延長

ここで、

• 外国人労働者が労働許可証の資格がな

いことを証明するプロセスは、05日か

ら03営業日に短縮されます。

• 外国人労働者の労働許可証の延長手続

きは、書類の構成、申請書、申告書の

面で調整され、処理時間は05日から03

営業日に短縮されます。

本決定は、署名の日から効力を生じます。

(ホーチミン市人民委員会発行2023年6月2

日付決定第2273号/QD-UBND)

社会保険から利益を得るために虚偽の

病気休暇証明書を発行することは固く

禁じられています

社会保険を享受するための休暇証明書の発

行に関して、ホーチミン市社会保険庁は、

地域の病院や診療所に対し、医療法、健康

保険法、保健省の医療手順を真剣に実施す

るよう勧告し、社会保険および健康保険基

金の恩恵を受けるための病気休暇文書の付

与を禁止しています。

社会保険局は、社会保険および健康保険給

付を享受した参加者のデータに基づいて、

社会保険セクターのデータシステムに基づ

いてレビューおよび比較します。虐待や暴

利行為の兆候が発見された場合は、所轄官

庁と連携して検査、検査、取り扱いを行い

ます。

(ホーチミン市社会保険庁発行2023年6月5

日付Official Letter No. 563/BHXH-GD2)
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個人所得税
ガイダンス裁定

ゲームショウのプレイヤーに賞品を支払

う場合、1,000万ドンを超える賞金に対し

て源泉徴収する必要があります

ハノイ税務局によると、不動産会社がゲーム

ショープログラム「100万ドルの家を狩る」

を企画し、当選者が会社の従業員でない場合、

当選金額を支払う際に、不動産会社は当選者

に代わって源泉徴収と賞金の当選宣言を行う

責任があります。税務申告は、通達第

92/2015/TT-BTC号で発行されたフォーム

No.06/TNCNを適用するものとします。

賞金獲得による所得に対するPITの計算基準

は、通達第111/2013/TT-BTC号第15条の規定

に基づいており、賞品の獲得による課税所得

は、賞品の受領回数に関係なく、個人が当選

時間ごとに受け取る賞金の1,000万ドンを超

える部分です。

(2023年5月24日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 35708/CTHN-TTHT)

ベトナムで行われた仕事に関係のない非

居住者の所得は非課税です

ベトナムに赴任する外国人専門家が負担する

個人所得税の算定は、在留資格によって異な

ります。

外国人専門家が居住の条件を満たしている場

合、個人所得権の対象となる所得は、ガイド

ラインに従って所得が支払われる場所に関係

なく、グローバル所得(ベトナム国内および

ベトナム国外で稼いだ所得)となります。ベ

トナム国外で支払われる所得については、ベ

トナムの税務当局に直接申告し、支払う必要

があります。

対照的に、外国人専門家がベトナムに居住す

る条件を満たさない場合、彼/彼女はベトナ

ムの非居住者と判断され、ベトナム源泉所得

に関してのみPITに責任を負うものとします。

支払われた所得がベトナムで行われた仕事に

関連しない場合、ベトナムのPITの責任を負

う所得には含まれないものとします。

(2023年6月12日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 40818/CTHN-TTHT)
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外国契約者の源泉徴収税
ガイダンス裁定

外国企業間の取引がベトナムで配送さ

れる商品は、外国請負業者の源泉徴収

税の対象となります

税務総局のガイダンスによると、外国企業

間で取引されている商品がベトナム企業を

通じてベトナムの領土内に配送される場合、

これらの商品は外国請負業者源泉徴収税

(「FCWT」)の対象となります。

ベトナムの当事者は、通達第103/2014/TT-

BTC号の規定に従って、外国の売り手に代

わってFCWTを申告し、支払う責任がありま

す。

(2023年5月17日付税務総局発行のOfficial 

Letter No. 1861/TCT-CS)

外国請負業者の源泉徴収税を計算する

際に、外国請負業者の所得分担の性質

を決定します

外国請負業者が共同収益契約に基づいてベ

トナムから収入を得る場合、会社は完了し

た作業と実際の状況に基づいてこの収入の

性質を判断し、CITとVATの適切な税率を適

用する必要があります(通達第103/2014/TT-

BTC号第12条および第13条に規定)。

外国請負業者が通達第103/2014/TT-BTC号第

2章第8条第2項に基づいて直接申告される

条件を満たさない場合、ベトナム企業は外

国請負業者に代わってFCWTを源泉徴収、

申告、および支払う責任があります。

(2023年5月22日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 9032/CTBDU-TTHT)



Tax & Customs Newsletter| June 2023 | Page 8

Contact
Website: deloitte.com/vn
Email: deloittevietnam@deloitte.com

For reference only, not for distribution or sale

貿易と税関
新しい規制

輸出入品の原産地決定に関する規制

2023年5月31日、財務省(以下「MOF」)は、

輸出入貨物の原産地決定に関する通達第

33/2023/TT-BTC(以下「通達33」)を発行し

ました。回覧33は、2023年7月15日より発

効し、通達第38/2018/TT-BTC号および関連

する回覧に代わるものです。

本回覧の注目すべき内容は、以下のとおり

です。

• 物品の原産地に関する事前裁定の実施に

関する詳細な規定。

• 輸入段階での税関申告のための原産地証

明(PO)のスキャン/コピーバージョンの

受け入れ。

• 些細な差異やHSコードの違いがP/Oの妥

当性に影響しないケース

輸出入品の原産地決定に関する通達第

33/2023/TT-BTC号に関する注意喚起につい

ては、こちらをご覧ください。

(財務省発行2023年5月31日付通達第
33/2023/TT-BTC)

最恵国待遇(MFN)輸入関税率表、輸出関

税率表、絶対関税率、混合関税率、割

当外関税率、通常輸入関税率の発行

2023年5月31日、政府は政令第26/2023/ND-

CP号(以下「政令第26号」)を公布し、最恵

国待遇輸入関税率表、輸出関税率表、絶対

関税、混合関税、枠外関税を規定しました。

政令第26号は、2023年7月15日から施行さ

れます。政令第26号の注目すべき内容は次

のとおりです。

• 政令の附属書1のグループ#211の商品に

適用される輸出関税率表。

• 最恵国待遇関税率表。

• 機械加工機、中古車など、特定の製品の

輸入関税。

• 自動車部品に対する関税インセンティブ

制度の延長とその適用プロセス。

• 商品と割当量外の関税のリスト。

同日、内閣総理大臣決定第15/2023/QD-TTg

号が公布され、輸入品に適用される通常の

輸入関税が公布されました。

輸入関税および輸出関税率表を規定する政

令第26/2023/ND-CP号および決定第

15/2023/ND-CP号に関する注意喚起について

は、こちらをご覧ください。

(2023年5月31日付政令第26/2023/ND-CP号、
2023年5月31日付首相決定第15号/QD-TTg)

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/vn/Documents/tax/vn-alert-circular33-en.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/vn/Documents/tax/vn-alert-decree-26-and-decision-15-en.pdf
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貿易と税関
ガイダンス裁定

輸出加工企業が支店に販売した商品に

適用される関税および関税評価

EPEが支店に販売する商品の注意点:

• 特別特恵輸入関税の適用について:EPEが

支店に販売する物品は、自由貿易協定に

基づく特別特恵輸入関税表を公布する政

令に規定された条件を満たす場合、特別

特恵輸入関税を享受することができます。

• 関税評価について:EPEから支店が購入し

た商品は、関税額を決定するための取引

価額法の適用の対象にはなりません。代

わりに、通達第39/2015/TT-BTC号に基づ

く他の代替方法を採用するものとします。

(税関総局発行の2023年4月28日付Official 

Letter No. 2076/TCHQ-TXNK)

国内企業から輸出加工企業への売却に

関する通関手続及び税制

輸出製造用の原材料および消耗品を輸入

(モードE31)し、完成品を輸出加工企業

(「EPE」)に販売して輸出権を使用して海外

に輸出する国内企業は、免税輸入原材料お

よび消耗品の使用目的の変更をEPEに販売す

る前に申告する必要があります。

国内企業がEPEに発行された請求書のVAT率

に関する問題に遭遇した場合は、国内の税

務当局に連絡してガイダンスを求める必要

があります。

(税関総局発行2023年5月23日付Official Letter 

No. 2457/TCHQ-TXNK)
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貿易と税関
注目すべきニュース

内陸輸出入活動に関する政策、税関手

続の改正に関する提案

税関総局は、内陸輸出入に関する政令第

08/2015/ND-CP号(以下「政令08」)第35条の

改正を提案します。

1. 政令08第35条の内陸輸出入取引に関する

現行の規制を全面的に撤廃する。

2.税務総局とその省税部門に、次の場合に

税金の管理と徴収の責任を負うことを提案

します。

• ベトナムの事業体が外国の貿易業者のた

めに加工したが、外国の貿易業者がベト

ナムの他の組織や個人に販売した商品。

• 海外の組織または個人に輸出するために

輸入関税が免除された材料からベトナム

の事業体によって製造され、別のベトナ

ムの事業体に配送されることが指定され

た商品。

• ベトナムに拠点を置かずに国内企業と外

国の貿易業者との間で取引され、ベトナ

ムで配送されるように指定された商品。

内陸輸出入活動に関する政令第08/2015/ND-

CP号第35条を改正するGDCの提案に関する

注意喚起については、こちらをご覧くださ

い。

(税関総局発行2023年5月29日付Official Letter 

No. 2587/TCHQ-GSQLおよび2588/TCHQ-GSQL)

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/vn/Documents/tax/vn-alert-in-land-import-export-activities-en.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/vn/Documents/tax/vn-alert-in-land-import-export-activities-en.pdf
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